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２ 【事業の内容】 





４ 【従業員の状況】 (1) �平成19年９月30日現在 







５ アジア・オセアニア 





(2) 国内・海外別資金運用／調達の状況 

① 国内 

国内における資金運用／調達の状況は次のとおりであります。 

当中間連結会計期間の資金運用勘定平均残高は前年同期比2兆5,577億円減少して109兆3,484億円と

なりました。利回りは0.30％上昇して2.00％となり、受取利息合計は1兆983億円で前年同期比1,439

億円の増加となりました。資金調達勘定平均残高は前年同期比3兆4,399億円減少して109兆8,849億円

となりました。利回りは0.24％上昇して0.79％となり、支払利息合計は4,360億円で前年同期比1,241

億円の増加となりました。 

   
(注) 平均残高は、原則として日々の残高の平均に基づいて算出しておりますが、一部の連結子会社については、

月末毎の残高等に基づく平均残高を利用しております。 

２ 「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内連結子会社であります。 

３ 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息を、

それぞれ控除して表示しております。   種類 期別
平均残高 利息 利回り



② 絵



③ 合計 

  

 
(注) 「相殺消去額」とは、連結会社間の内部取引等に係る消去額合計であります。 



(3) 国内・海外別役務取引の状況 

国内及び海外の役務取引等収支の状況は次のとおりであります。 

当中間連結会計期間の国内の役務取引は、役務取引等収益が4,168億円で前年同期比202億円減収、役

務取引等費用が664億円で前年同期比20億円増加した結果、役務取引等収支では前年同期比222億円減少

して3,504億円となりました。海外の役務取引は、役務取引等収益が735億円で前年同期比15億円増収、

役務取引等費用が58億円で前年同期比25億円増加した結果、役務取引等収支では前年同期比10億円減少

して677億円となりました。 

この結果、役務取引等収支合計では、前年同期比222億円減少して3,726億円となりました。 

  

 



(4) 国内・海外別特定取�① 謌 �C階yびﾊ特�

当中間83億円96億円凱O�C�

億円O�C�斯87億円凱75億円O�ﾊ�ﾁ�0億円0億円ﾏ�C�

５億円凱15億円O� 

こ86億円凱O� 

  (注焉BP OuE海外v

BQ*Ou相歯ﾏﾁ
�C� ﾊ特� 相歯ﾏﾁ 糾Jz(百万円) ﾋ開z(百万円) ﾋ開z(百万円) ﾋ開z(百万円)嶋

葬竊間 5 4 61

当中間 9 3 99





(5) 国内・海外別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高(末残) 

  

 
(注) １ 「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内連結子会社であります。「海外」とは、当行の海外店及び海外

連結子会社であります。 

２ 「相殺消去額」とは、連結会社間の内部取引等に係る消去額合計であります。 

３ 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

４ 定期性預金＝定期預金＋定期積金 

  

(6) 国内・海外別貸出金残高の状況 

① 業種別貸出状況(残高・構成比) 

  

 
(注) 「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内連結子会社であります。「海外」とは、当行の海外店及び海外連

結子会社であります。 

  

種類 期別
国内 海外 相殺消去額 合計



    

② 特定海外�

 









(参考) 

 自己資本比率は、平�仞!仞!



    

 
(注) １ 平成18年９月30日の繰延税金資産の純額に相当する額は583,432百万円であり、繰延税金資産の算入上限額

は2,725,974百万円であります。 

 また、平成19年９月30日の繰延税金資産の純額に相当する額は182,374百万円であり、繰延税金資産の算入

上限額は2,040,589百万円であります。 

２ 告示第５条第２項(旧告示第４条第２項)に掲げるもの、すなわち、��[ﾙ藷ﾁ約鰭%t平�

  ,�#ﾀ' )"�２ 告示第５条!謔Q后)宛�-�告示(旧¥fげる�烙)に鈷o�謔Q后)宛�-�告示(汲Q項)に掲げるﾜﾀI驍ｩ�A盾�

２ 告孜に鈷o�謔Q��)�酌�錘ｦ(旧¥fげる�烙iに鈷o��Q項)に掲げるﾜﾀI驍ｩま�ﾅﾊ魔  , � # ﾀ ' )  ﾘ 聡 � � % 癰 � 7 � �

& i � ! ~

─  2 3  ─



単体自己資本比率(国際統一基準) 

  

項目
平成18年９月30日 平成19年９月30日

金額(百万円) 金額(百万円)

基本的項目 
（Tier１）

資本金 996,973 996,973
うち非累積的永久優先株 125,000 125,000
新株式申込証拠金 ― ―
資本準備金 2,767,590 2,767,590
その他資本剰余金 ―



    



(※) 連結自己資本比率(国際統一基準)及び単体自己資本比率(国際統一基準)における自己資本の基本的項目に算入
しております海外特別目的会社８社の発行する優先出資証券の主要な性質は次のとおりであります。 

  

 

[ケ)Qv�がzﾐに優先出資証券�発行�� 董嫁･(算囈�L相ねA褐椣I会社rﾄbｵiホ

  



 
（注）１ UFJ Preferred Capital 1 Limited の発行する優先出資証券のうちシリーズＡ及びＢにつきましては、平成

20年１月25日付で全額償還する予定となっております。 

  

[１]
①発行体 UFJ Preferred Capital 1 Limited

②発行証券 
 の種類

シリーズＡ(注)１

非累積型・変動配当・優先出資
証券 

�( 注 ) １

非累積型・変東掛ｖ・優先出資
証券 

(

(以ﾝ積型・変動配当・優先出資
証券 



 
  

[２]

①発行体 Tokai Preferred Capital Company L.L.C.

②発行証券の種類 配当非累積型優先証券 

(以下、「本優先証券」という) 

本優先証券の所有者は、当行の発行する残余財産分配の順位が最も優先する優先株

式と実質的に同順位の残余財産分配請求優先権を有し、配当優先権を欲｠趙ｷ位��.





    

 
  











    

 
（注）1 清算事由、支払不能事由又は規制事由 
清算事由： 
(ⅰ)日本法に基づき当行の清算手続が開始された場合、又は(ⅱ)日本の管轄裁判所が、(a)破産法に基づき
当行の破産手続開始の決定を行った場合、若しくは(b)会社更生法に基づき当行の事業の全部の廃止を内容
とする更生計画案の作成を許可した場合 
支払不能事由： 
当行について、(ⅰ)破産法における支払不能が発生した場合、(ⅱ)当行の負債(基本的項目にかかる借入も
しくは同様の債務を除く)が資産を超える状態が発生した場合、(ⅲ)日本における金融監督を行う行政機関
が支払不能である旨判断し法令に基づく措置を行った場合 
規制事由： 
決算期末又は半期末において関係法令に基づき計算される当行の自己資本比率(国�



(参考) 

資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成10年法律第132号）第６条に基

づき、当行の中間貸借対照表の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支払の全部又









 ② 発行価額           １株につき300円  

 ③ 発行価額の総額       1,200億円  



（３）合併後の会社名称  

 三菱ＵＦＪニコス株式会社 

（４）効力発生日  

 平成20年１月１日 

（５）合併対価  

 関連ニコス各社の少数株主への合併交付金は、約31億円（予定）  

（６）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い  



（２）基本合意の内容  

 ①三菱ＵＦＪニコスの個品割賦事業部門のジャックスへの承継  

 Ａ．承継する事業内容：ショッピングクレジット事業・オートローン事業・オートリース事業 

            （いずれも信用保証を含みます。）  

 Ｂ．事業承継の方法 ：三菱ＵＦＪニコスおよび三菱ＵＦＪニコスの連結子会社の営む個品割賦 

           a 事業に関する資産、負債およびこれに付随する権利・義務を、新設する 

            完全子会社に対して吸収分割の方法により承継し、当該子会社の株式す 

            べてをジャックスに譲渡いたします。  

 Ｃ．承継日（予定）a



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(銀行業) 

 当中間連結会計期間中に完成した新築、増改築等は、次のとおりであります。 

 
  (注)１ 土地の面積の( )内は、借地の面積（うち書き）であります。  

  ２ 上記のうち、バハレーン支店ドバイ出張所は新設、それ以外は全て店舗移転であります。 

  ３ 上記のほか、６店舗について近隣の店舗内への移転を実施しております。 

 

 当中間連結会計期間中に完了した新設、改修等の計画は、次のとおりであります。 

 
(注) 営業店サーバーの更改完了予定年月は平成20年12月でありますが、更改にあたり必要な投資支出は平成 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

発行可能株式総数   15,356,700,000株 

発行可能種類株式総数 

 
(注) 平成19年10月２日の臨時株主総会及び各種種類株主総会の決議により、平成19年11月12日に、発行可能株式

総数及び発行可能種類株式総数を以下のとおり変更しております。 

発行可能株式総数   15,357,700,000株 （1,000,000株増加） 

発行可能種類株式総数  （第六種優先株式 1,000,000株を追加） 

 
  

② 【発行済株式】 

  

   
(注) １ 株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であります。なお、提出日現在発行数には、平成19

年12月１日から提出日までに優先株式の取得請求に伴い発行された株式数は含まれておりません。 

２ 第一回第二種優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1) 優先配当金 

①優先配当金 

当行は、毎年３月31日の哉�-ﾈ





















(5) 【大株主の状況】 

① 普通株式 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しています。 

  

② 第一回第二種優先株式 

平成19年９月30日現在 

 
  

③ 第一回第三種優先株式 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しています。 

  

④ 第一回第四種優先株式 

平成19年９月30日現在 

 
  

⑤ 第一回第五種優先株式 

平成19年９月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社三菱ＵＦＪフィナン
シャル・グループ

東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 10,251,161 99.93

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５ﾙ�Xｸﾝﾒ�+++
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社三菱ＵＦＪフィナン
シャル・グ

東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 10,251,161 95�蕀㊧ﾉ〝
所有株式数 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社三菱ＵＦＪフィナン
シャル・グ

















Ⅱ 当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計



Ⅲ 前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 996,973 2,767,590 1,620,151 5,384,714

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △451,913 △451,913

 当期純利益 744,484 744,484

 土地再評価差額金取崩額 5,434 5,434

 連結子会社の減少 △5 △5

 持分法適用関連会社の減少









 
  



 
  

前中間連結会計期間
(自 �



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日�







 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 減価償却の方法

① 有形固定資産

 当行の有形固定資産

の減価償却は、定率法

を採用しております。

 なお、主な耐用年数

は次のとおりでありま

す。





 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当率を債権額に乗じた額

を引き当てております。

特定海外債権について

は、対�



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(8) 賞与引当金の計上基準

 従業員への賞与の支払

いに備えるため、従業員

に対する賞与の支給見込

額のうち、当中間連結会

計期間に帰属する額を計

上しております。

(8) 賞与引当金の計上基準
同左

(8) 賞与引当金の計上基準

 賞与引当金は、従業員

への賞与の支払いに備え

るため、従業員に対する

賞与の支給見込額のう

ち、当連結会計年度に帰

属する額を計上しており

ます。

(9) 退職給付引当金の計上

基準

 退職給付引当金は、従

業員の退職給付に備える7�従業�
基準

 退職給付引@賞猶 退職給怖v� 象烽ﾌ計上

基準

 退職給付引当金は、従

業員の退職給付に備える7�従業�

当�





   前 中 間 �
( 自  平 成 1 8 年 ４ 月 １ 日

至  平 成 1 8 年 ９ 月 3 0 日 )

当 中 間 �
( 自 平 成 1 9 年 ４ 月 １ 日

至 平 成 1 9 年 ９ 月 3 0 日 )前 �
( 自  平 成 1 8 年 ４ 月 １ 日

至  平 成 1 9 年 ３ 月 3 1 日 )

― ― ― ― ― ( 1 2 ) 構 造 改 革 損 失 引 当 金 の

計 上 基 準  

 �

務 構 造 改 革 に 伴 い 、 今 後

発 生 が 見 込 ま れ る 費 用 及

び 損 失 見 積 額 を 計 上 し て

お り ま す 。

― ― ― ― ―



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(A) 金融先��







 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

ます。当中間連結会計

期間末における「マク

ロヘッジ」に基づく繰

延ヘッジ損失は51,682

百万円(税効果額控除

前)、繰延ヘッジ利益

は76,871百万円(同前)

であります。

ます。当中間連結会計

期間末における「マク

ロヘッジ」に基づく繰

延ヘッジ損失は32,245

百万円(税効果額控除

前)、繰延ヘッジ利益

は52,130百万円(同前)

であります。

ます。当連結会計年度

末における「マクロヘ

ッジ」に基づく繰延ヘ

ッジ損失は40,256百万

円(税効果額控除前)、

繰 延 ヘ ッジ利益は

63円



    

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(ハ)連結会社間取引等

 デリバティブ取引の

うち連結会社間及び特

定取引勘定とそれ以外

の勘定との間(又は内

部部門間)の内部取引

については、ヘッジ手

段として指定している

金利スワップ取引及び

通貨スワップ取引等に

対して、業種別監査委

員会報告第24号及び同

第25号に基づき、恣意

性を排除し厳格なヘッ

ジ運営が可能と認めら

れる対外カバー取引の

基準に準拠した運営を





 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――― (金融商品に関する会計基準) 

a「金融商品に関する会計基準」(企

業会計基準第10号)及び「金融商品

会計に関する実務指針」(日本公認

会計士協会会計制度委員会報告第14



表示方法の変更 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

――――― (中間連結貸借対照表関係)a 

 「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」(平成

19年9月28日内閣府令第76号)による「銀行法施行規則」

(昭和57年大蔵省令第10号)別紙様式の改正が行なわれ、

平成19年４月１日以後開始する事業年度から適用される

ことに伴い、「その他負債」に含めて計上しておりまし

た「役員退職慰労引当金」は、当中



    

追加情報 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

 
  

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有価証券には、関連会社の株

式116,174百万円及び出資金96

百万円を含んでおります。

※１ 有価証券には、関連会社の株

※１ 有価証券には、関連会社の株



 
  

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)







 





(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
a(注)１ 普通株式の増加は435,906千株は、第一回第三種優先株式、第一回第四種優先株式、第一回第五種優先株式

の取得請求による増加であります。 

２ 第一回第三種優先株式の自己株式の増加9,30草２ 第一回第三�種wD先株式の自己株式の増加9,30草











    

(中間連結キャッシュ・ホx�ｸﾇh螽���ﾅr�  

( 中 間 連 � � C � E フ Y 閏 ﾙ � ﾃ � 吋 � % �





 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

・未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額

１年内 48,550百万円

１年超 128,426百万円

合計 176,976百万円

・未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額

１年内 46,033百万円

１年超 108,095百万円

合計 154,128百万円

・未経過リース料年度末残高相当

額

１年内 47,375百万円

１年超 119,425百万円

合計 166,801百万円

(注) 未経過リース料中間連結会計

期間末残高相当額は、未経過リ

ース料中間連結会計期間末残高





    

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30
祉











(金銭の信託関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末 

運用目的及び満期保有目的以外の金銭の信託(平成18年９月30日現在) 

  

 
(注) 中間連結貸借対照表計上額は、中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価によりﾇhｯｨｩXｩﾖ��の,P

*�り-ﾌ+}�) 

)  Ⅵ 6亦�ﾔ連結会計期間末 

運用目的及び満期保有目的以外の金銭の信託(平成1�N９月30日現在) 

   (注) 中間連結貸借対照表計上額は、中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価によりﾇhｯｨｩXｩﾖ��の,P

*�り-ﾌ+}�) 

)  









    

(5) 商品関連取引(平成18年９月30日現在) 

  

 
(注) １ 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。 

２ 商品は主に石油に係るものであります。 

  

(6) クレジットデリバティブ取引(平成18年９月30日現在) 

  

 
(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。 

  

(7) その他(平成18年９月30日現在) 

  

 
(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。 

  

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

取引所 商品先物 ― ― ―







    





(3) 株式関連取引(平成19年３月31日現在) 

該当ありません。 

  

(4) 債券関連取引(平成19年３月31日現在)   

崖ﾈ暢瓣ヘツBW会��適�碍引(所��(つ�町墜掴、南京証矧ﾖ引(所哩つ�隸帝最終栂�喨つ��墜暢閧ﾜせ③ 店頭��(つ�町墜掴、B刄v�ョン鯀喨計�Zモデル哩つ��ﾞZ�し墜暢閧ﾜせ③ 

(

  

鞄X頭��(つ�町墜掴、F引(対象物靂�喨、L_磨J玄ﾔ、B菜ﾌ糟魔ｩ宕引(つ�る契磨A債¥ｬ1ｹ③髣v蘇�

(







(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

２ その他には、証券業、リース業等が属しております。 

３ 事業区分の変更 

従来、区分表示しておりました「証券業」の区分につきましては、平成17年７月に連結子会社の三菱証券株

式会社（現 三菱UFJ証券株式会社）が株式会社三菱東京フィナンシャル・グループ(現 株式会社三菱UFJ



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 











(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

企業結合等関係について記載すべき重要なものはありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

（共通支配下の取引等関係） 



(１株当たり情報) 
  

 
(注) １. １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、 

次のとおりであります。 
  

 
２． １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  



(重要な後発事象) 



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２．連結範囲の変更を伴う株式取得
 当行は、平成19年11月14日開催の取
締役会において、当行の関連会社であ
るカブドットコム証券株式会社（以
下、カブドットコム証券）の普通株式
を、100,000株を上限として公開買付
け（以下、本公開買付け）によって取
得することを決議し、平成19年11月21
日から平成19年12月19日まで実施いた
しました。 
 また、本公開買付けに先立ち、平成
19年11月14日付で、当行は、株式会社
三菱ＵＦＪフィナンシャヨ
（以下、ＭＵＦＧ）、三菱ＵＦＪ信託
銀行株式会社、三菱ＵＦＪ投信株式会
社、三菱ＵＦＪニコス株式会社の各社
と株式売買契約を締結し、各社が保有
するすべてのカブドットコム証券の株
式（端株を除く）を、相対取引によっ
て、同年11月13日の株式会社東京証券
取引所市場第１部におけるカブドット
コム証券株式の終値である１株当たり
144,000 円で取得いたしました。  
 以上の結果、当行が保有するカブド
ットコム証券の普通株式に係る議決権
の、カブドットコム証券の総株主の議
決権に占める保有比率は40.45％とな



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 ④ 企業結合を行った主な理由  



 





 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号
金額(百万円)

構成比
(％)
金額(百万円)

構成比 
(％)
金額(百万円)

構成比
(％)

(負債の部)

預金 98,174,273 69.85 99,029,905 72.18 100,276,681 71.31

譲渡性預金 5,497,619 3.91 5,004,763 3.65 5,516,096 3.92

コールマネー ※７ 1,823,305 1.30 1,704,743 1.24 1,877,290 1.34

売現先勘定 ※７ 3,596,944 2.56 2,948,214 2.15 3,179,360 2.26

債券貸借取引受入担保金 ※７ 3,428,862 2.44 3,099,857 2.26 3,273,394 2.33

特定取引負債 970,916 0.69 748,235 0.55 658,722 0.47

借用金
※2, 
7,11

6,057,235 4.31 4,366,024 3.18 4,935,482 3.51









Ⅱ 当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金



Ⅲ 前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本









 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)









 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

９ ヘッジ会計の方法 (イ)金利リスク・ヘッジ

 金融資産及び金融負債

から生じる金利リスクを

対象とするヘッジ会計の

ヘッジ対象を識別する方

法は、主として、業種別

監査委員会報告第24号

「銀行業における金融商

品会計基�

監坐綏と�ｵ�



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(ロ)為替変動リスク・ヘッ

ジ

 外貨建の金融資産及び

金融負債から生じる為替

変動リスクに対するヘッ

ジ会計については、業種



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(ハ)内部取引



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 企業会計基準第５号「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（平成17年12月９日 企業会計



表示方法の変更 
  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

※１ 関係会社の株式及び出資総額

1,346,154百万円

※１ 関係会社の株式及び出資総額

1,460,076百万円

※１ 関係会社の株式及び出資総額

1,334ｭhｧ｠
※��k9 











(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

当侮幕ﾆ9箔xﾔ
(自 平成18年４月１日



    

(中間株主資本等変動計算書関係) 

 







(有価証券関係) 

○子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

Ⅰ 前中間会計期間末(平成18年９月30日現在) 

  

 
(注) 時価は、中間会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

  

Ⅱ 当中間会計期間末(平成19年９月30日現在) 

  

 
(注) 時価は、中間会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

  

Ⅲ 前事業年度末(平成19年３月31日現在) 

  

 
(注) 時価は、期末日における市場価格等に基づいております。 

  

中間貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

子会社株式 456,288 1,219,085 762,796

関連会社株式 45,260 99,574 54,314

合計 501,548 1,318,660 817,111







 a(14)臨時報告書                平成19年12月13日    関東財務局長に提出 
  
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項および同条第２項第３号(特定子会社の異動)に基づく臨時報

告書であります。 

  

a (15)訂正発行登録書              平成19年５月１日    関東財務局長に提出 
a                        平成19年５月23日 
a                        平成19年５月28日 
a                        平成19年６月28日 
a                        平成19年８月29日 
a                        平成19年10月１日 
aaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaa 平成19年12月13日  
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該当ありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 
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